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1.組  織 

            総務課長          管理調整係 
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  区     分 所 長 総務課 保健福祉課 審査課    計 
事 務 一般事務等     ２ ４（１） １（１） ７（２） 

臨床心理技術者       １（１） １（１） 

技 術 精神科医    １               １     ２ 
保健師        ２     ２ 

     計   １   ２ ７（１） ２（２） １２（3） 

２.職  員 

   当精神保健福祉センターに、知的障害者更生相談が併設されており兼務となっている。知的障害者更生相談所を

本務とする職員が２名、発達障害者支援センターを本務とする職員１名が兼務となっている。 



ひきこもり地域支援センター 

  ひきこもりに悩む当事者やご家族を対象に、相談やグループミーティングを行い、皆さんの生

き方を決定していく支援を行っています。 

   <事業内容> 

・電話、面接相談（随時） 

   ・本人や家族を対象にしたグループミーティング 

   ・講演会 

地域自殺対策推進センター 

 
   ・市町村自殺対策計画策定支援 
 

自死遺族の分かち合いの会（千の風の会） 

  大切な方を自殺で亡くされたご家族を対象に、同じ体験をされた方が集まり分かち合いの会を

行っています。（奇数月第4 日曜日開催） 
 

依存症家族教室 

  アルコールや薬物、ギャンブル依存症のご家族を対象にした教室を開催し、家族としてできる

ことを学んだり、語り合いを行っています（年６回）。 
  

高次脳機能障害の相談 

  交通事故や脳卒中などによる、脳損傷により、記憶障害（すぐに忘れてしまう）、社会的行動障

害（すぐに怒る、相手の気持ちを思いやれない、融通が利かない 等）の後遺症が残ります。 

  社会や家庭での生活に適応できない場合などの相談に応じています。 
 

精神保健福祉手帳や自立支援医療受給者証の交付 

  精神保健福祉手帳：精神障がい者の方の申請により交付される手帳で、各種サービスが受けら

れます。 

自立支援医療受給者証：精神科医療機関に受診する際に、医療費の一部を公費で負担する制度 

です。 



目的：身近なところで医療が受けられる医療体制の確保

目的：協力医療機関、地域相談支援機関、行政等が連携についての課題を検討／

最新の情報や基礎知識を学ぶ

目的：圏域で相談対応できるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを養成
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一般県民向けのフォーラム

目的：①県民や関係者が「高次脳機能障がい」を普及　　　②身近なところに支援体制があることを普及

【整備期】
身近なところで相談と医療が受けられる体制を整備する

普
及

関
係
者
支
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圏域相談支援コーディネーター養成事業

目的：身近なところで相談が受けられる場の確保

支援協力医療機関等ネットワーク会議　　専門研修

岐阜県高次脳機能障がい支援対策事業

【定着期】
支援機関が自信を持って支援ができる

【安定期】
支援機関が、当事者等にとって
安心して頼れる存在になる

相談支援事業

医
療
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岐阜県の「地域連携型」の体制が動き始めたことで、県民の認知度も少しずつ高まってきた。支援者はケースを重ねながら、複雑な相談にも対応している。
今後、増加が見込まれる相談に対して、当事者や家族が安心して生活できるよう、支援機関へのバックアップ体制を充実していく必要がある。

圏域相談支援コーディネーター養成事業（新）

協力医療機関での医療支援

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度H21年度

5事業所を指定

12医療機関を指定

課題

H29年度

2事業所を追加指定

1医療機関を追加指定

H30年

保健所、精神科も交えた

NW会議に拡大（案）



１ 支援体制の整備経過 

平成13年度～17年度  
   ・木沢記念病院に高次脳機能支援事業を委託 
 ・高次脳機能障がい者就労支援事業 
 ・高次脳機能障がい者患関係者調査を実施 
 ・高次脳機能がい者に対する機能回復訓練、社会復帰支援・介護支援及び各種の制度を 
       活用したサービスの試行的提供の実施 
平成18年度  
 ・高次脳機能障害支援拠点病院（木沢記念病院）、支援拠点機関（精神保健福祉セン 
    ター）を設置 
  ・支援拠点病院に相談支援コーディネーター（木沢記念病院：１名）を設置 
平成19年度  
    高次脳機能障害支援対策推進会議を設置（県保健医療課） 
平成22年度  
       圏域相談支援コーディネーター養成事業開始 
 →県内4圏域1カ所ずつ・1名ずつの職員が、県内外の研修会への参加や関係機関の見学 
   を行った。(養成事業は平成24年度まで継続。)           
平成23年度 圏域ごとの協力医療機関の選定と依頼 
  →協力医療機関12カ所、地域支援協力機関4カ所を県が指定。 
    →これらの機関が集まる場(＝支援ネットワーク会議)の設置準備。 



岐阜県の高次脳機能障害支援システム（地域連携型） 
～高次脳機能障がいの当事者・ご家族への支援システム～ 

  

 
①相談支援事業 
②ネットワーク会議 
③普及啓発、人材育成 
 

 
 
①相談支援事業 
④協力医療機関への支援 
⑤圏域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  協力医療機関 
   ＜５圏域の１２医療機関＞ 
 
⑥医療とリハビリの提供 
⑦退院時に圏域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと 
  生活支援調整 
  

 地域支援協力機関 
  ＜５圏域の受託事業所等＞ 
 
⑧本人、家族への相談支援 
⑨退院時に医療機関等と生活支援調整 
 

体制整備 

高次脳機能障害支援対策会議 
（身体科医療、精神科医療、リハビリ、圏域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、保健所、障害者福祉関係 等） 

岐阜・西濃・中濃・東濃・飛騨 
支援拠点機関 

＜精神保健福祉センター＞ 

支援拠点病院 
＜木沢記念病院＞ 



岐阜県の人口：約2,010,698人(H29/10/01現在) 
       面積：10,621㎢(H25年度末) 

ひびき 

生活ｻﾎﾟｰﾄはしま 



≪岐阜県の支援システム・・・地域連携型≫ 

岐阜県 
精神保健福祉センター 

支援拠点機関 
協力医療機関 
 ・岐阜県立下呂温泉病院 
 ・高山赤十字病院 
 ・久美愛厚生病院 協力医 

地域支援協力機関 
 ・ひだ障がい者 
  総合支援センターぷりずむ  

圏域コーディネーター 

飛騨地区 

協力医療機関 
 ・大垣市民病院 
 ・揖斐厚生病院 協力医 

地域支援協力機関 
 ・相談支援事業所 ゆう 

圏域コーディネーター 

西濃地区 

協力医療機関 
 ・岐阜県立多治見病院 
  協力医 

地域支援協力機関 
 ・ホーリークロスセンター 

圏域コーディネーター 

地域支援協力機関 
・地域生活支援センターひびき 

東濃地区 

木沢記念病院 
支援拠点病院 

医師 リハビリ担当者 
コーディネーター 

中濃地区 

協力医療機関 
 ・鷲見病院 

協力医 

協力医療機関 
 ・岐阜県総合医療センター 
 ・岐阜清流病院 
 ・岩砂病院・岩砂マタニティ 
 ・松波総合病院 
 ・各務原ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 

協力医 

地域支援協力機関 
 ・かけはし西岐阜 
 ・生活サポートはしま 

圏域コーディネーター 

岐阜地区 



高次脳機能障がいリーフレット 



■ 高次脳機能障がいの具体的な症状 

■ 高次脳機能障がいの主な原因 

■ 高次脳機能障がいの主な問題点 

■ 高次脳機能障がいの診断や評価 

■ 高次脳機能障がいの者が利用できる社会保障 

■ 高次脳機能障がいについての相談 

■ 岐阜県高次脳機能障害支援事業協力医療機関（圏域別） 

■ 岐阜県高次脳機能障害支援事地域支援協力機関（圏域別） 

リーフレットの内容 



２ ネットワーク会議開催の経緯と経過 

①身近なところで安心して医療や相談が受けられることを目的とし
、平成２３年度に５圏域１３医療機関に「協力医療機関」「担当
医」を指定。 

②医療と地域の橋渡しを目的とし、平成24年度に５圏域５事業所
等に「地域支援協力機関」を指定。 

③平成２４年度に「岐阜県高次脳機能障がい支援協力医療機関
等ネットワーク会議」を設置し、関係機関の連携強化や課題に
ついて、 協力医療機関、地域支援協力機関、保健所等で意見
交換等を行う。 

④平成２８年度からは、身体科と精神科との連携を図り、医療及
び保健福祉サービスの提供の促進を図ることを目的に、精神
科病院にてネットワーク会議を開催。 

 



【ネットワーク会議の経過①】 
平成24年度 支援ネットワーク会議の立ち上げ 
 ・協力医療機関と圏域コーディネーターの連携を図る等の目的で年２回開催  
    →高次脳機能障害に特化した診断・リハ・対応等の研修及び事例検討等の情報交 
     換を実施 
平成25年度 支援ネットワーク会議2年目  
 ・事例報告（協力医療機関やコーディネーターから） 
  ・協力医療機関からの報告  
  ・協力医療機関への調査報告を基に意見交換  
    圏域コーディネーターと連携をとった事例について 
    精神保健福祉手帳の診断書について 
    現在困っていること等について  1回開催。 
  →圏域Co.と協力医中心となって事例報告し、前年より活発に意見交換。 

平成26年度 支援ネットワーク会議3年目  
 ・圏域で連携した事例等の報告 
 ・架空事例を基にケースシュミレーションを実施（初診の受け入れ、診断後の認知リ 
   ハビリの希望、書類作成の希望） 
  →圏域ごとの事例紹介と、各医療機関の患者受け入れ体制等の意見交換を開催。 
              その後、全体会を行う。 



【ネットワーク会議の経過②】 
平成2７年度 支援ネットワーク会議４年目 
 ・各圏域内での連携強化・関係づくりを目的に、圏域ごとに延べ4回開催．各医療機関 

   から現況報告と、圏域Co.から事例紹介。 

 
平成2８年度 支援ネットワーク会議５年目 
 ・社会的行動障がいなどの精神症状があり、身体科において、精神科での治療が必要と 
   判断された場合に、当事者及び家族が安心して精神科につなげられるよう、連携強化 
   を目的に、精神科病院の見学と意見交換を実施 
 
  ★精神科との連携マニュアルを作成し、協力医療機関等に配布 
 
平成2９年度 支援ネットワーク会議６年目 
 ・精神科病院及び協力医療機関からの事例提供、圏域コーディネーターからの話題提供 
   を基に意見交換   
 
 



精神科医療との連携強化について 
課題：急性期治療、リハビリ期を過ぎた後にも残る社会的行動の問題（多くは精神症状に分類される）に対応するために、精

神医療・保健関係者との協力が不可欠 
対策（案）：ＮＷ会議を、圏域コーディネーターと精保センターで運営し、各圏域での顔の見える関係を構築し、連携強化をめ

ざす。また精神障がい者支援の経験豊富な保健所にも参加を求め、ノウハウや情報を共有し連携を図る。 
 

課題：精神症状発症時の対応が困難 
    （助言が必要） 
得意： 
 
 
 
 
 
              良好な関係！ 

  
      
    
    

高次脳機能障害医療と 
福祉のスペシャリスト 

         
 
 課題：高次脳機能障害の支援対応の   
     経験が少ない   
 得意： 
 
 
 
 
 
               良好な関係！                              

  
 
 
 
   
    

精神科医療と精神保健の
スペシャリスト 

補完・協力 

圏域ネットワーク 
会議 

将来は圏域の協力支
援機関と精保セでの
運営を目指す（案） 

<脳外科医療機関> 
  高次脳機能障害医療 
  リハビリ 
  心理・生活指導 

<協力支援機関> 
  退院後の生活支援 
  福祉ｻｰﾋﾞｽの提供 
  潜在患者の掘り起し 

<精神科医療機関>        
      精神科医療、リハビリ 
      心理・生活指導 
      保健所/警察と連携 

<保健所>        
     地域関係者とのﾈｯﾄﾜｰｸ 
     精神障がい者支援 
     精神科/警察と連携 

ネットワーク会議を通じた顔の見える関係づくり 



 

 

精神科との 
連携マニュアル 

  



高次脳機能障害の治療には、急性期は脳神経外科、回復期はリハビ
リテーション科で行いますが、精神症状によって生活上の障害が生じ
ると、精神科が診療を行います。 
しかし、ご本人やご家族にとって、まだまだ精神科の敷居は高く、

受診をためらわれる方も多くいらっしゃいます。そんな方々が安心し
て精神科の治療が受けられ、そして再び地域で安心・安全な生活を送
れるよう脳神経外科、リハビリテーション科スタッフのための支援マ
ニュアルを作成しました。 
※このマニュアルでは便宜上、「障害」と表記しています。 
  
＜目次＞ 
１ 高次脳機能障害の方にとっての精神科受診とは 
２ 精神科での診療の流れ 
３ 精神科での治療 
４ 精神科治療で必要な情報 ～診療情報提供書への記載事項～ 
５ ご本人・家族からの質問に答えます 
６ 利用できそうな福祉サービス（一例） 
７ IADL（手段的日常生活活動尺度） 
８ 岐阜県内の精神科病院 
９ 地域支援協力機関の圏域コーディネーター 
10 岐阜県内の保健所 



○高次脳機能障害を脳外科等で治療中に、精神科治療が必要となった際、 
  両科の連携をスムーズにするため、平成２８年『身体科スタッフ用のマニュ 
  アル』を作成した。 

（１）マニュアルの活用 
   協力医療機関や地域支援協力機関、県内の脳外科、リハビリ科を標榜 
   する医療機関に配布し、主には、身体科から精神科への診療情報提供 
   書に必要な情報を記載してもらえるよう、マニュアルで啓発 
 
 （２）精神科のパンフレットの活用 
    協力医療機関が精神科を紹介する際、精神科病院制作のパン フを用 
    いて説明することで、安心して精神科を受診できるよう、精神科病院 
   のパンフレットを設置してもらった。 



 ３ 今後の課題  

■協力医療機関が精神科病院に相談しやすくし、また、精神科病院に患者を受け入れて 
  もらいやすくする必要がある。 
 
■高次脳機能障害者が精神科に受診しやすくなるように、「協力機関から精神科へ の連 
    携ツール（平成２８年度作成）を活用する具体的な方法を検討する必要がある。 

■各地域支援協力機関において担当者が１名であり、負担が大きい。また、所属機関内 
  での異動により担当者が交替することもあり、支援内容の質を担保していく必要がある。 
 
■各圏域内に支援者を増やし、質の高い支援を行うために、各圏域で地域支援協力機 
   関以外の事業所でも高次脳機能障害者の支援がされるような地域レベルでの体制づ 
     くりが必要である。 

■介護保険の対象となるケースは、介護保険優先の原則により、介護保険事業者に支 
  援を委ねることが多い。また、障害者の入所施設はどこも満床であり、高齢者の入所 
   施設が選択肢になり得ることがある。しかし、介護保険事業者は、高次脳機能障害者 
   に対応した経験が少ないなどの理由で、受け入れが消極的であったり、受け入れ後に 
   対応に困ることがあるため、介護保険事業者に対しての普及啓発が必要である。 



 ４ 今後の計画  

①高次脳機能障がい者支援体制の整備 
 

  社会的行動障害等の生活の困り感は、在宅に移行した中で見えてくる場合
が多く、急性期から回復期医療、在宅という一連の中で包括的な支援を
行っていく必要がある。高次脳機能障がい者が地域で埋もれないよう、
「地域連携型システム」に精神科病院を組み込んだ体制づくりの構築を具
体的に進めていく。 

 

②身体科と精神科、保健・福祉を交えた顔の見える会議の継続 
 →圏域合同ＮＷ会議やNW会議全体会において、医師、リハス タッフ、 
  ワーカー等の職種を入れて、協力医療機関や圏域コーディネーターの役 
  割を再確認し、連携の強化を図る。 
 

③高次脳機能障がい者の地域における支援の充実 
  身体科、精神科、保健、福祉サービス事業所等に対し、支援体制の理解
と、高次脳機能障害の理解を深めるための研修会等を開催 
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